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中⼩企業の特許所有状況
• 特許を保有している中⼩企業の割合は、全体のうち0.9％であり、企業規模別では、個⼈

事業者を始めとする⼩規模事業者の割合が0.5％と低い⼀⽅、中規模企業においても
2.9％にすぎない状況。
 業種別では、医薬品製造業、化学⼯業においては、それぞれ22.5％、13.3％と⽐較的割合が⾼いが、同じ

製造業でても2％台の業種も複数⾒られる。
• 海外展開の有無別では、海外展開していない中⼩企業における特許の保有率が0.8％で

あるのに対し、海外展開している中⼩企業では、19.3％の特許保有率となっている。

業種別特許所有状況 出典：特許庁 特許⾏政年次報告書2014年版

（資料）平成25 年度中⼩企業等知財⽀援施策検討分析事業「中⼩企業の知的財産活動に関する基本
調査報告書」（特許庁、2014 年3 ⽉）
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（資料） 平成25 年度中⼩企業等知財⽀援
施策検討分析事業「中⼩企業の知的財産活動
に関する基本調査報告書」（特許庁、2014 年
3⽉）

海外展開状況別特許権所有割合

3.(2) ‐2
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• 我が国の中⼩企業数は、約385万社と全企業数の99.7％以上を占めるが、2013年の
内国⼈の特許出願件数に占める中⼩企業の割合は12%にすぎない。

• 中⼩企業における国内特許出願件数に占めるPCT国際出願の割合は9.5％であり、全
体の13.1％より低い数字となっている。

• 中⼩企業は、国内出願、海外出願ともに費⽤不⾜、情報不⾜が課題の上位。

中⼩企業の海外展開における課題
出典：特許庁 特許⾏政年次報告書2013年版及び2014年版中⼩企業の特許出願件数

中⼩企業基本法第2 条第1 項の規定に基づく「中⼩企業者」。
製造業その他 資本⾦の額⼜は出資の総額が3億円以下の会社⼜は常時使⽤する従業員の数が300⼈以下の会社及び個⼈
卸売業 資本⾦の額⼜は出資の総額が1億円以下の会社⼜は常時使⽤する従業員の数が100⼈以下の会社及び個⼈
⼩売業 資本⾦の額⼜は出資の総額が5千万円以下の会社⼜は常時使⽤する従業員の数が50⼈以下の会社及び個⼈
サービス業 資本⾦の額⼜は出資の総額が5千万円以下の会社⼜は常時使⽤する従業員の数が100⼈以下の会社及び個⼈

資料：平成24 年度中⼩企業等知財⽀援施策検討分析事業「中⼩企業に
おける外国出願に関するアンケート調査報告書」（特許庁，2013 年3⽉）

資⾦

情報

企業数、特許出願件数に占める中⼩企業の割合
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